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指導助言者　　（公財）日本中学校体育連盟　副 会 長　　市　川　嘉　裕
　　　　　　　鳥 取 県 中 学 校 体 育 連 盟　会　　長　　藤　原　　　建
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 （記録）
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１　はじめに
�　静岡県は日本のほぼ中央に位置し、海や山、湖などバラエティに富んだ自然は、日本の豊かな風土
の縮図ともいえる。また、県内には静岡市、浜松市と２つの政令指定都市がある数少ない県のひとつ
である。
�　スポーツ選手の活躍も多く見られ、卓球の伊藤美誠選手や水谷隼選手、陸上競技の飯塚翔太選手、
山本篤選手、水泳の鈴木孝幸選手、ボッチャの杉村英孝選手などが東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会にて多くの人々に感動を与えた。

２　静岡県中体連組織と運動部活動における実態
�　静岡県中学校体育連盟（以下、静岡県中体連）は、西部・中部・東部の３地区を14支部に分け、編
成している。今年度の静岡県の中学生数は、97,554人であり、平成30年度からは10万人を切り、昨年
度（98,143人）から589人減少した。
�　さらに、運動部活動加入率においても年々減少傾向であり、今年度は64.8％であり、昨年度
（65.61％）から0.81％の減少している。
�　このように、静岡県は年々少子化の一途をたどっており、部活動数や部活動加入率も減少している。
その影響で県内各校の部活動の休廃部が進み、合同チームも増加している。部活動に参加したくても
できない生徒が数多くいること、外部のスポーツ団体に参加する生徒も多く見られることなど、運動
部活動のとり巻く現状は着実に変化してきている。

３－１　合同部活動（拠点校方式）の実践　～静岡市「エリア制部活動」の例～
�　静岡市は、“子どもたちのやってみたい！”に応える持続可能な部活動システムの構築を掲げ、令和
３年度より、部活動モデルの１つとして、従来の学校単位の部活動に代わる『エリア制部活動』の実
践研究を開始している。

静岡県の運動部活動における諸問題
静岡県中学校体育連盟　調査研究委員　　　　
静岡市立長田西中学校　加　茂　雅　章　

〈提案要旨〉
令和２年９月、文部科学省より、生徒にとって望ましい部活動の環境構築と学校の働き方改革も
考慮した更なる部活動改革の推進を目指し、「学校と地域が協働・融合」した部活動の具体的な実
現方策とスケジュールが示された。
静岡県においては、中学校の生徒人数は平成の30年間で４割減少し、１校当たりの生徒数や教員
数は大幅に減少した。そして、静岡県中体連大会においても、この10年間で複数校による合同チー
ムは、大きく増加している。
こうした数字からも、今の学校単位で行う部活動の仕組みでは、子どもにとって有意義な部活動
を維持することが難しくなっていることが分かる。
そこで、従来の部活動の在り方にとらわれない、子どもたちにとって有意義かつ持続可能な部活
動システムの構築にむけて、本県の取組「合同部活動の実践」と「指導員確保に向けての調査結
果」を紹介したい。
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�　エリア制部活動とは、従来の大会参加のための救済措置としての合同チームとは異なるものであり、
生徒が徒歩や自転車等で通え、常時活動が可能な範囲の近隣校を１つのエリアとし、学校単位の部に
代わり新たに部を設置するものである。同一エリア内の学校に通う生徒なら誰でも入部が可能である。
�　実践研究に至った背景は、少子化による生徒数減少や指導教員が不足するなかで、休廃部を余儀な
くされたり、部員不足により対外試合が行えなかったりする学校がみられる現状がある。また、学童
期において多様なスポーツクラブや文化活動に参加する子どもが増える中、親しんできた競技を中学
校の部活動でも続けたいという希望があっても、その学校に希望する部活動がないこともある。そこ
に加え、部活動数に対して顧問数が足りていないこと、約半数の顧問が競技経験や指導への自信がな
いという実態もある。
�　このようなことより、部活動数の適正化を図ることで、学校規模によらない生徒の選択肢の確保、
教員の負担軽減につなげたいと考えている。
�　今年度、エリア制部活動における部活動推進事業として、静岡市の長田地区（静岡市立長田西中・
静岡市立長田南中・静岡市立城山中）を研究校として、剣道部・ソフトボール部・サッカー部を対象
に実践している。

エリア制部活動の実施により、期待できる効果として考えられる効果として以下の事項があげられる。
・部員数の確保ができ、計画的に多様な練習の実施、大会への出場機会も確保できる。
・�誰でもエリア内にあるエリア制部活動に入部が可能となり、種目の選択肢が広がり、興味のある種
目に挑戦できる。子どもたちに等しくスポーツや文化活動を行う機会を確保できる。
・�近隣校において、部活動数の適正化が図られることで、各部に経験のある指導者を配置することが
可能となる。また、競技経験のない教員の負担軽減につながる。
・�さまざまな仲間や大人と交流することで教室以外でのコミュニティに参画でき、活動を通じて、社
会性を育むことができる。

３－２　地域指導員に対する本県教員の意識調査
�　子どもたちにとって有意義な活動とするには、指導理論を身につけている教員の地域部活への参画
は欠かせない。そこで、本年度、教員の意識を調査すべく、静岡県体育連盟に加盟している中学校の

部活名 指導者 内　容

剣　道 教　員 少人数で活動していた城山中と長田南中にて、両校の３年生が引退
した夏以降、エリア制部活動として活動している。これにより、部員
数減少による休廃部を防ぐとともに、適正人数での活動を保障する。
ともに顧問負担軽減を期待する。

外部指導員

ソフトボール 教　員 長田南中を拠点に、ソフトボール部がない城山中、長田西中の両校
から入部を可能とし、５月からエリア制部活動として活動している。
長田西中学校の女子生徒１名が入部し、７月には中体連の市大会、県
大会にも出場した。
生徒の選択肢を増やすとともに、適正人数での活動を目指す。

外部指導員

サッカー 教　員 サッカー部のない城山中から入部を可能とする。生徒の選択肢を増
やすとともに、適正人数での活動を保障する。

その他
・在籍校の学習活動、行事等の日程が重なった場合、在籍校の活動を優先する。
・会場校への移動については、保護者が責任をもって対応する。
・保護者は、保護者会に加入し、会の活動に協力すること。
・活動中や移動中のケガについて、スポーツ振興センターの保険対象とする。
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教員を対象に「教員の地域指導員希望アンケート」を実施した。アンケート内容は、１．地域部活動
へ指導員として参加を希望しますか。（①“希望する”②“できる範囲で希望する”③“希望しない”より
１つ選択）２．指導を希望する競技はどれですか。（①、②を選んだ場合のみ下記競技より選択）と
した。結果、回答人数5,310人のうち、地域指導員を希望する教員は559人で全体の10.9％、できる範
囲で希望する教員は1,105人で全体の20.8％で。合計人数の1,664人は全体の31.7％だった。このこと
から、全体の約７割の教員が地域指導員を希望していないという現状が明らかになった。

競技ごとの指導を希望する教員数と設置部活動数に対する割合（複数回答あり）

４　実践における課題と今後の方向性について
課題の整理
【合同部活動（拠点校方式）における課題】
・各校の教育課程が違う中、平日の練習時間の確保が難しい。（主に冬季）
・学校間の移動方法についての調整が必要である。
・会場校のみに負担がかからないよう、バランスよく合同部活動の設置を行う。
【地域指導員の確保における課題】
・全体の約７割の教員が希望しておらず、多くの部活動では指導者が不足する。
・競技により、希望する人数に大きな偏りがみられるため、一律に考えることは難しい。
・休日における指導員を確保した場合、平日と休日の指導の一貫性が保たれるか不透明。
【今後の方向性について】
　�　「休日の部活動の段階的な地域移行」と「合理的で効率的な部活動の推進（合同部活動）」の両
輪を前進させ、子どもたちにとって有意義かつ持続可能な部活動システムの構築するために、本年
度の取組における課題を整理し、部活動改革を進めていく必要があると考える。そこで、今後に向
けて具体的な検討事項を挙げておきたい。
【平日の活動も含めて、学校管理外の地域部活動とする】
　�　今回文科省から示された部活動改革案で懸念されることの一つに、指導の一貫性が挙げられる。
そこで、休日と平日にわけることなく平日から一貫して地域の部活動とすることで、生徒や指導者
が混乱することがなく活動することできると考える。
　�　例えば、平日の活動を勤務時間外の17時～19時とし学校管理外の地域部活動として実施する。指
導を希望する教員は兼職兼業の許可を得て、地域人材とともに指導員として参画することで、学校
としても勤務時間内において授業や会議など本来業務を優先でき、学校の働き方改革に寄与するこ
とになる。また、冬季においては部活動の時間が限定されることなく、年間通じて一定の活動時間
の中で計画的な活動ができる。さらに、合同部活動の実践においても各校の教育課程が異なってい

競技名 設置数 希望人数 割合（%） 競技名 設置数 希望人数 割合（%）
バレーボール 374 245人  65.5% 軟式野球 222 303人 136.5%
卓球 358 108人  30.2% ソフトテニス 390 192人  49.2%
柔道  61  29人  47.5% 剣道 146  87人  47.9%

陸上競技 181 148人  81.8% バドミントン  32  34人 106.3%
バスケットボール 436 262人  60.1% 体操競技 　9 　6人  66.7%
サッカー 210 267人 127.1% 新体操 　9 　3人  33.3%
ハンドボール 　2  22人 ※1100% 相撲 　1 　4人 ※ 400%
ソフトボール  90 121人 134.4% 水泳  60  58人  96.7%
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ても、生徒は一度帰宅してから参加することができ、活動時間が確保される。
【中体連の大会参加資格を「学校部活動単位」に限らないものとする】
　�　部活動の地域移行が進み、「社会教育」として整理されていくとなれば、現行の中体連大会の参
加資格、大会運営の方法も再考が必要であると思われる。
　�　参加は単一校で編成された学校部活動チームに限るのではなく、それぞれの地域における部活動
の運営実態に応じて、柔軟に対応することが必要となってくると考えられる。また、大会運営や引
率についても、教員だけではなく、様々な立場の指導者が関わって行っていくこととなる。現在、
中体連大会は、学校の教員が主な構成メンバーとなり大会運営に係る大会実務を担っている。今後
の部活動のあり方を考えると、これからは教員のみに頼らない運営方法として、スポンサーや、有
償ボランティアの協力も得て運営される形態への移行も一つの方法として進める必要があると考え
る。

５　最後に
�　部活動は生徒にとって教育的意義の高い活動である一方で、数々の課題を抱えている。令和時代に
ふさわしい新しい部活動を実現するには、学校だけなく中学校体育連盟をはじめとする各種団体、市
町の教育委員会など全ての関係者が、従来の部活動の在り方にとらわれない意識をもち、それぞれの
役割を果たし、地域の力を結集することが求められているのではないだろうか。
�　部活動のカタチは地域の数だけ、様々なカタチがあると思われる。静岡県の特性を生かし、「静岡
県のカタチ」を実現できるよう尽力したい。
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１　本県中体連の課題
（１）気象変動への対応
　　①夏場の平均気温の上昇。「災害級の暑さ」となる可能性増大。
　　　・�熱中症対策を講じることによる「会場数の増加」「予備日や会期の延長・日程の過密化」へ

の対策準備の負担増。
（２）少子高齢化への対応
　　①学校統合により、存続が難しくなる可能性の高い地区の存在。
　　　・２つの地区中体連　→　学校統廃合により、学校数が４校から２校へ減少の可能性。
　　②競技によっては、地区大会が実施できない状況。
　　　・地区内に出場校が１校しかないケース　→　28
　　　・地区内に出場校が２校しかないケース　→　34
　　　・地区内に出場校が３校しかないケース　→　47
（３）働き方改革への対応
　　①地区大会の「適正かつ公平な大会規模」の観点から
　　　・�「生徒の自己実現の場」として、また、「安定した大会運営体制の確保」の視点から、大会

は一定数の参加チーム数（役員数）が必要であるものと考えられる。現在では出場チーム数
の多い地区と少ない地区の格差が大きく、今後はより差が拡大していく。

　　②地区大会・県大会運営の負担の観点から
　　　・�経験者や専門部の中心的役割を担う人材が減少しており、一部の役員に負担が大きく偏って

いる。学校数の少ない地区では、経験者が専門部の役員になるとは限らない状況があるだけ
でなく、少人数で運営にかかわるすべての業務を行わなければならない状況がある。

　　③地区中体連運営の負担の観点から
　　　・学校数の少ない地区では、中体連事務局を担う周期が短く、負担が大きい。

２　課題解決の方針
�　今後は上記１の課題がさらに拡大してくことが予想され、先を見越した対応が必要である。そのた
め、課題解決の方法として、以下の３点を方針として掲げた。

合同チームを組む学校が同地
区内になく、救済できない

（１）「会期の短縮」と「ゆとりある日程設定」のための出場チーム（者）数の削減
（２）�「出場チーム（者）数の削減」のための郡・市・地区中体連、中総体の再編および出場基準

の見直し
（３）「地区大会での安定的な試合数と役員数の確保」のための郡・市・地区中体連の再編

持続可能な中体連組織の在り方を考える
～令和６年度宮城県中体連の再編～

宮城県中学校体育連盟　　　　　　　　　　　　
仙台市立鶴が丘中学校　　菅　原　芳　樹　
富谷市立東向陽台中学校　櫻　井　直　樹　

〈提案要旨〉
本県中体連では、直面する諸課題、特に「気象変動への対応」「少子高齢化への対応」「教員の
働き方改革」への具体的な解決策を見出すべく、県中体連課題検討委員会ならびに部活動協議会を
立ち上げ、検討してきた。ここでは、その検討の成果として決定した「令和６年度宮城県中体連再
編」の具体を紹介し、同じ課題を抱える中体連にとって課題解決の一助となることを願い、提案す
る。
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３　具体的な方策
（１）郡・市・地区中体連、中総体の再編
　　　現行の地区数　　18（５郡・８市・５地区）
　　①郡・市・地区単位で中体連を組織。　※郡中体連、地区中体連は複数自治体で組織
　　②県中総体への出場枠は、各郡・市・地区中体連が最低１枠以上を持っている。

　　　再編後の地区数　　９（３市・５地区）
　　①原則、所管の教育事務所を再編の単位として捉える。
　　　※�再編は「郡・市・地区中総体の合同開催」や「郡・市・地区中体連の再編（新設）」を必ず

しも義務づけるものではない。現時点では、「県中総体出場枠の割り振りの再編」であり、
中総体を別々に開催して、代表校（者）決定戦を実施することも可。

　　②県中総体は、再編された「９地区」から代表校（者）が出場。

（２）出場基準の変更による出場校（者）数の削減
　　　旧　出場基準
　　　郡・市・地区中総体への出場校数に応じた「校数きざみ」での出場枠の算出
　　　→　当該地区の「規模の大きさ」＝「出場校数」という捉え方
　　　新　出場基準

　１）県中総体出場総数の固定化
　　①競技専門部毎に「出場チーム（者）の３割減」を基本とした出場総数を設定。
　　②トーナメントを組みやすい総数にするなど、運営面の負担減も視野に入れた設定。
　　③同一競技の男女間、類似する競技グループ※内での出場倍率が大きくズレない設定。
　　　※Ａ：球技団体（野球等）　Ｂ：団体＋個人（球技系）　Ｃ：団体＋個人（武道系）
　　④競技によっては、オープン参加のものもあり。
　　⑤陸上競技、水泳競技、新体操（女子個人）は、独自の出場基準を設定。

①「出場チーム（者）の３割減」または「会期の１日減」を基本とする。
②�これまで変動制であった県中総体出場総数を固定することで、試合数や競技日程の変更を
原則不要とし、県中総体の大会運営や競技進行を円滑にする。
③�県中総体への出場のし易さ・しにくさ（地区間・競技間・男女間それぞれの格差）を可能
な限り改善し、「平等性を担保」した大会とする。
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出場枠の変化（一部競技抜粋）※平均倍率には同一グループ内の他競技の倍率も含む

　２）各地区に割り振る出場枠　～１勝の価値の平均化～
　　〈個人競技〉

　　理由①…個人競技での「当該規模の大きさ」は、『登録部員数』を指標とすることが妥当である。
　　理由②…�登録部員数の割合で算出することによって、同一競技において地区ごとに異なっていた

「１勝の価値」が平均化され、当該競技における県内選手の『平等性』が担保できる。

前年度の当該競技における「県全体の登録部員数」を基に、当該地区における
『登録部員数の割合』に応じた出場枠とする。
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　　〈団体競技〉　※団体戦含む

　　理由①…�団体競技での「当該地区の規模の大きさ」は、これまでと同様に『出場チーム数』を指
標とすることが妥当である。

　　理由②…�校数きざみではなく「出場チーム数の割合」で算出することによって、同一競技におい
て地区ごとに異なっていた「１勝の価値」が平均化され、当該競技における県内チーム
の『平等性』が担保できる。

４　課題とまとめ
（１）前述の取組に対して残る課題
　　①�各郡・市・地区中体連組織そのものの再編成（合併）については、多くの課題が残っている。

新たな規約作成や名称の決定、規模（加盟校数）が大きくなることで生じる事務局の取扱や負
担増などの組織としての課題。複数の自治体が関係することによる負担金や会場の減免措置手
続き、生徒の移動に係る経費などの予算的な課題。関係する団体で連絡調整を密に行い、合意
形成が必要な課題ばかりである。

　　②�県中総体の出場基準が変化することにより、予選会としての地区大会を根本から見直す必要が
あり、競技専門部毎の対応が求められる。また、令和４年度に入学する生徒へ向けての告知も
必要となり、新たな大会の在り方についての決定が急がれる。

（２）まとめ
　　�　現在、中体連組織が抱える様々な課題は刻々と変化する時代の変化と共に形や内容を変え、そ
の影響は大きくなるばかりである。その中で、現在・未来の中学生が活躍する場を安定して提供
していくためには、中体連組織そのものの安定が必要不可欠である。70年前の「現在・未来」に
応じて作られたものを見直し、まさに我々が生きる「現在・未来」に応じたものに作り替えてい
くことに大きな意義を感じた。

　　�　本研究の成果は、令和６年度以降、数年経ってからしか検証できない。しかしながら現時点で
考えられる「数十年の長期的スパンでも耐えうる制度づくり」が形となってきている、と感じる。
また、中体連の再編を検討している最中、期せずして新型コロナウイルスが猛威を振るい始めた。
当初の計画は後ろ倒しとなり、気を揉んだが、オンライン会議システムなどの新しいツールに出
会うきっかけともなった。新たな枠組みや新たなツールを生かすことで、計画以上の変化を中体
連組織にもたらし、より「持続可能な中体連」に近づくと確信している。

前年度の当該競技における「県全体の地区中総体出場チーム数」を基に、当該
地区における『出場チーム数の割合』に応じた出場枠を与える。
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１　調査方法
�　鳥取県内の中学校体育連盟加入校59校に対してアンケート調査を行った。

２　アンケート結果

鳥取県の運動部活動における諸問題
鳥取県中学校体育連盟　研究部　　　　　　
倉吉市立鴨川中学校　安　達　史　朗　

〈提案要旨〉
本県は、学校数・生徒数ともに全国最少県である。そんな中で少子化に伴う部員および教職員の
減少といった諸問題がある。また、教員の多忙化もある中で働き方改革を進めていかなければなら
ない問題もある。
そこで、研究部では実際に顧問が抱えている困り感・問題を把握することが重要だと考え、運動
部活動の運営のあり方や合理化を図るためのアンケート調査を実施した。
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３　まとめ
�　働き方改革の推進により、平日１日、土日いずれかの１日を部活動休養日にするというガイドライ
ンを遵守し、各校で改善が図られている最中である。その他放課後業務における残業時間と併せて、
平日の部活動時間を調整している学校もある。部活動指導員の活用において、各校で部活動指導員の
導入が増加していることは、前項の教員の負担感が増していることが背景にあった。
�　また、複数顧問制の徹底が必要である。その理由として、学校現場はそれぞれの教員が部活動以外
にも非常に多くの業務を抱え、職員会、生徒会、出張、保護者や外部との対応など、一人の顧問だけ
では部活動運営ができないことが挙げられる。また、顧問不在で起こりうる問題として、熱中症や練
習中の傷害、ケンカ等の事態に陥る可能性があり、部活動数を減らす、複数の顧問を確保するなどの
手立てを講じる必要がある。
�　部活動指導は、どの教員も子どもたちの成長のため我が身を削り、指導に当たっている。研修会等
に参加するなどして、日々学びながら取り組んでいる学校も多い。しかし、部活動が急遽できない際
は、職員全体で相談し、部活動中止等の相談や決定をする配慮が必要であり、さらに、専門外の指導
者による指導不足の懸念は、外部指導者をさらに必要としている学校に配置できるよう人材の発掘を
進めなければいけないという課題がある。そこで、小中連携を進め系統性のある練習や指導者を確保
する等、解決方法において期待できる取り組みをしている学校もあった。
�　今後の部活動運営が持続可能なものになるためには、「複数顧問の必要性」「業務改善の推進」な
どを早急に進めていく必要があると感じる。
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